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第4項 予 備 費 20,000,000 0 00 0

第3項 特 別 損 失 283,761,000 △ 251,098,000 0 0

0

0

第2項 営 業 外 費 用 570,876,000 284,128,000 0 0

0

△ 194,942,000

第1項 営 業 費 用 9,171,461,000 △ 227,972,000 0 0

0 0 0

当初予算額 補正予算額

0

円 円 円 円 円

予備費
支出額

流　用
増減額

地方公営企業法
第24条第３項の
規 定 に よ る
支 出 額

支　　　出

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　

第3項 特 別 利 益 594,000 8,292,000

第2項 営 業 外 収 益 609,971,000 23,000,000 0

第1項 営 業 収 益 11,065,176,000 △ 59,350,000 0

円
11,675,741,000 △ 28,058,000 0

円

１ 令 和 ３ 年 度 宇 都 宮 市

第1款 水 道 事 業 費 10,046,098,000

当初予算額 補正予算額
地方公営企業法第24条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る
支出額に係る財源充当額

（１）　収益的収入及び支出

収　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　算　　　　　　　　　額

第1款 水 道 事 業 収 益
円

1



20,000,000 　0 20,000,000 0 0

38,066,577
（うち，消費税及び地方消
費税納付額　329,871,000
円）

2,037,702
（うち，仮払消費税及び仮
払地方消費税 252,269円）

20,000,000

0 855,004,000855,004,000 816,937,423 0

0 32,663,000 30,625,298 032,663,000

8,743,780,921 0 199,708,079
（うち，仮払消費税及び仮
払地方消費税
285,934,172円）

8,943,489,000

9,851,156,000 0 9,851,156,000

0 8,943,489,000

円 円
259,812,35809,591,343,642

小　　　計

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の
規定による
繰 越 額

合　　　計

円 円 円

不　用　額

円

（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税 6,437円）

　　　　　　　額

決　算　額

地方公営企
業法第26条
第 ２ 項 の
規定による
繰 越 額

備　　　　　考

709,586,656 76,615,656 （うち，仮受消費税及び仮受地方消費税 945,204円）

8,886,000 11,031,699 2,145,699

11,005,826,000 11,037,126,417 31,300,417 （うち，仮受消費税及び仮受地方消費税 995,863,321円）

632,971,000

11,647,683,000 11,757,744,772
円 円 円

水 道 事 業 決 算 報 告 書

110,061,772

備　　　　　　　　　　　　　　　　考
合　　　計

決　算　額
予 算 額 に 比 べ
決 算 額 の 増 減
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計

予　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　額

0

239,000 0 239,000 0

3,145,906,081 円

１　決算額において，資本的収入額が資本的支出額に不足する額 5,490,803,064 円は，次のとおり補てん

383,857,451 円

した。

1,961,039,532 円

0 02,598,368,000

7,249,381,000 2,693,180,500 0

2,598,368,000 00

0

0 9,847,749,000

第1項 建 設 改 良 費 8,062,853,000 △ 813,472,000

資 本 的 支 出

当初予算額 補正予算額
流 用
増減額

円
10,661,221,000 △ 813,472,000 2,693,180,500

円 円 円 円

地方公営企業法
第 26 条 の 規 定
に よ る 繰 越 額

継 続 費
逓 次
繰 越 額

小　　　計

第5項 工 事 負 担 金 575,258,000 △ 175,100,000 400,158,000 155,806,847

△ 7,100,000 44,700,000 33,200,000

72,043,000 △ 7,351,000 64,692,000 0

51,800,000

145,367,000

1,240,200,0001,829,900,000

2,791,037,000 △ 298,319,000
円円 円

2,492,718,000

当初予算額 補正予算額 小　　　計
地方公営企業法第26条
の規定による繰越額に
係 る 財 源 充 当 額

（２）　資本的収入及び支出

収　　　入

区　　　　　　　分

予　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　

△ 2,068,000 153,029,000

△ 106,700,000

資 本 的 収 入

国 庫 補 助 金

円
1,574,573,847

出 資 金

第2項

企 業 債

支　　　出

第3項

第1款

区　　　　　　　分

第6項 固定資産売却代金

（１）当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

第1項

第4項 他 会 計 負 担 金

155,097,000

1,936,600,000

第2項 企 業 債 償 還 金

第1款

（２）減債積立金取り崩し額

（３）過年度分損益勘定留保資金

円

5,490,803,064 円
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円 円

円

円 円

円

円

　　　一般会計出資金

　　　当年度分損益勘定留保資金

97,469,000

（１）水道建設費

　　　当年度分損益勘定留保資金

25,500,000

1,580,061,000

（２）水道改良費

未借入企業債

97,927,502

1,607,200,000

備　　　　考

翌 年 度 繰 越 額

不　用　額
合　　　計

継 続 費
逓 次
繰 越 額

5,120,292,737

決　算　額

0

12,540,929,500

9,942,561,500 4,620,245,300

0
 

（うち，仮払消費税及
び仮払地方消費税
448,908,371円）

2,598,367,435 0 565

202,023,4634,620,245,300

△ 239,000

0

　0 239,000 0

2,598,368,000

円
 

円
202,024,0284,620,245,3007,718,660,172 0

0

4,620,245,300
円円 円

地方公営企業法第
26条の規定による
繰 越 額

円

合　　　計

64,692,000

△ 101,994,862
（うち，仮受消費税及び仮受地方消費税10,522,950
円）

　

555,964,847 453,969,985

60,139,123 △ 4,552,877

0 52,400,000

0

 

77,900,000

298,396,000

　

199,548,000 △ 98,848,000

円
△ 1,839,434,7392,227,857,108

1,461,800,0003,070,100,000 △ 1,608,300,000

円 円
0 4,067,291,847

備　　　　　　　　　　　　考継 続 費 逓 次
繰越額に係る
財 源 充 当 額

合　　　計

　額

決　算　額
予算額に比べ
決算額の増減

0

0

円

245,148,000

２　建設改良費（水道建設費，水道改良費及び配水管整備費）の翌年度繰越額 4,620,245,300円は，次のとおり財源として充当する。

負担金

当年度分損益勘定留保資金 966,939,798　　　国庫補助金

（３）配水管整備費

△ 25,500,000  
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（単位：円）

１

(1) 9,321,200,942

(2) 409,845,901

(3) 7,179,000

(4) 303,037,253 10,041,263,096

２

(1) 1,757,648,539

(2) 742,641,151

(3) 385,223,004

(4) 543,106,422

(5) 628,983,797

(6) 4,149,003,814

(7) 251,240,022 8,457,846,749

1,583,416,347

３

(1) 191,482

(2) 3,400,000

(3) 671,953,859

(4) 33,601,578 709,146,919

４

(1) 485,494,283   

(2) 5,301,857 490,796,140 218,350,779

1,801,767,126

５
(1) 151,387
(2) 2,581,727
(3) 8,292,148 11,025,262

６

(1) 2,591,236

(2) 資 産 減 耗 費 27,781,793 30,373,029 △ 19,347,767

1,782,419,359

0

その他未処分利益剰余金変動額 1,961,039,532

3,743,458,891

国 庫 補 助 金

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

経 常 利 益

特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

過年度損益修正損

他 会 計 負 担 金

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

長期前受金 戻入

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

営 業 費 用

源 浄 水 費

配 水 費

給 水 費

業 務 費

総 係 費

当年度未処分利益剰余金

過年度損益修正益
引 当 金 戻 入

２　 令 和 ３ 年 度 宇 都 宮 市 水 道 事 業 損 益 計 算 書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

他 会 計 負 担 金

その他の営業収益
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資 本 金

受 贈 財 産
評 価 額

そ の 他 資 本
剰 余 金

資本剰余金
合　　　　　計

前年度末残高 60,703,691,636 119,428,178 84,938,599 204,366,777

前年度処分額 2,054,675,834 0 0 0

議会の議決による処分額 2,054,675,834 0 0 0

資本金への組入れ 2,054,675,834 0 0 0

減債積立金への積立て 0 0 0 0

62,758,367,470 119,428,178 84,938,599 204,366,777

当年度変動額 52,400,000 0 0 0

減債積立金の取崩し 0 0 0 0

一般会計出資金の受入 52,400,000 0 0 0

一般会計出資金の返還 0 0 0 0

受贈財産 0 0 0 0

当年度純利益 0 0 0 0

当年度末残高 62,810,767,470 119,428,178 84,938,599 204,366,777

 （単位：円）

資 本 金 資本剰余金 未処分利益剰余金

当年度末残高 62,810,767,470 204,366,777 3,743,458,891

議会の議決による処分額 1,961,039,532 0 △ 3,743,458,891

1,961,039,532 0 △ 1,961,039,532

0 0 △ 1,782,419,359

（繰越利益剰余金）

処分後残高 64,771,807,002 204,366,777 0

処分後残高

資 本 金

減債積立金への積立て

４　 令 和 ３ 年 度 宇 都 宮 市 水 道 事 業 剰 余 金 処 分 計 算 書　（案）

３   令 和 ３ 年 度 宇 都 宮 市 水 道 事 業 剰 余 金 計 算 書

　　　　　　（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

 

資本金への組入れ

資　　本　　剰　　余　　金
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（単位：円）

減債積立金
建 設 改 良
積   立   金

未処分利益
剰   余   金

利益剰余金合計

1,961,039,532 89,370,454 3,932,258,048 5,982,668,034 66,890,726,447

1,877,582,214 0 △ 3,932,258,048 △ 2,054,675,834 0

1,877,582,214 0 △ 3,932,258,048 △ 2,054,675,834 0

0 0 △ 2,054,675,834 △ 2,054,675,834 0

1,877,582,214 0 △ 1,877,582,214 0 0

（繰越利益剰余金）

3,838,621,746 89,370,454 0 3,927,992,200 66,890,726,447

△ 1,961,039,532 0 3,743,458,891 1,782,419,359 1,834,819,359

△ 1,961,039,532 0 1,961,039,532 0 0

0 0 0 0 52,400,000

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 1,782,419,359 1,782,419,359 1,782,419,359

（当年度未処分利益剰余金）

1,877,582,214 89,370,454 3,743,458,891 5,710,411,559 68,725,545,806

資本合計
利　益　剰　余　金

剰　余　金
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（単位：円）

１

(1)

イ 2,257,447,953

ロ 339,020

ハ 3,718,302,978

△ 2,133,044,620 1,585,258,358

ニ 151,165,286,506

△ 79,609,387,760 71,555,898,746

ホ 18,508,126,687

△ 9,841,458,323 8,666,668,364

ヘ 53,741,353

△ 47,799,019 5,942,334

ト 188,245,279

△ 165,514,145 22,731,134

チ 1,688,495,980

85,782,781,889

(2)

イ 8,448,579,813

ロ 1,860,694,373

ハ 5,593,877

10,314,868,063

(3)

イ 352,769

352,769

96,098,002,721

２

(1) 11,900,320,677

(2)  598,837,967

△ 47,732,763 551,105,204

(3) 1,243,200

(4) 1,353,910,000

(5) 3,221,968

13,809,801,049

109,907,803,770

５    令 和 ３ 年 度 宇 都 宮 市 水 道 事 業 貸 借 対 照 表

（令 和 ４ 年 ３ 月 ３１ 日）

資　　 産　　 の　　 部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

立 木

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具,器具及び備品

減価償却累計額

建 設 仮 勘 定

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

ダ ム 使 用 権

水 利 権

電 話 加 入 権

無形固定資産合計

投資その他の資産

そ の 他 投 資

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

資 産 合 計

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

前 払 金

その他流動資産

流 動 資 産 合 計
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３

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 19,955,855,980

19,955,855,980

(2)

イ 1,219,564,417

1,219,564,417

21,175,420,397

４

(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 2,559,333,265

2,559,333,265

(2)

イ 533,095,849

ロ 1,146,577,435

ハ 60,006,600

1,739,679,884

(3)

イ 84,138,808

ロ 16,079,266

100,218,074

(4) 85,931,166

4,485,162,389

５

(1) 27,856,279,232

　 15,462,896,277

(2) 58,778,901

15,521,675,178

41,182,257,964

６

(1) 62,810,767,470

62,810,767,470

７

(1)

イ 119,428,178

ロ 84,938,599

204,366,777

(2)

イ 1,877,582,214

ロ 89,370,454

ハ 3,743,458,891

( 1,782,419,359 )

( 1,961,039,532 )

5,710,411,559

5,914,778,336

68,725,545,806

109,907,803,770

△ 12,393,382,955

固 定 負 債

企 業 債

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

未払消費税及び未払地方消費税

建設仮勘定長期前受金

未 払 金 合 計

固 定 負 債 合 計

そ の 他 未 払 金

賞 与 引 当 金

繰 延 収 益 合 計

建設改良積立金

（うち未処分利益剰余金変動額）

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

負　　 債　　 の　　 部

資　　 本　　 の　　 部

資 本 金

受贈財産評価額

その他資本剰余金

退職給付引当金

その他流動負債

負 債 合 計

企 業 債 合 計

未 払 金

収 益 化 累 計 額

剰 余 金 合 計

（うち当年度純利益）

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

資 本 合 計

減 債 積 立 金

資 本 金

剰 余 金

資本剰余金合計

利益剰余金合計

負 債 資 本 合 計

企 業 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

営 業 未 払 金

引 当 金

流 動 負 債

企 業 債
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注記 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法によっている。 

 

２ 固定資産の減価償却の方法 

  有形固定資産 

 ・減価償却の方法  定額法による。 

 ・主な耐用年数 

   建物   ２４～５０年 

     構築物  ４０年 

     機械及び装置  ５～１５年 

  無形固定資産 

・減価償却の方法  定額法による。 

 ・主な耐用年数 

   ダム使用権      ５５年 

水利権  ２０年  

 

 ３ 引当金の計上方法 

  退職給付引当金 

職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末在籍職員に係る退職手当の要支給額に相当する金

額を計上している。 

  賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため，当年度末における支給見込額に基づき，当年

度の負担に属する額を計上している。 

  法定福利費引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末における支給見込

額に基づき，当年度の負担に属する額を計上している。 

  貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため，原則として，過去３ヶ年の貸倒実績率の平均に基づき

回収不能見込額を計上している。 

 

 ４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項 

  消費税及び地方消費税の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 
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Ⅱ．キャッシュ・フロー計算書等関連 

 １ 重要な非資金取引 

   当年度，新たに受贈した配水管等の評価額は 28,017,841 円である。 

 

Ⅲ．貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

も含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は 90,200,000 円である。 

 

 ２ 引当金の取崩し 

  退職給付引当金の取崩し 

令和３年度において，退職手当として 148,271,373 円を支給することとなったため，退職給付引

当金 148,271,373 円を取り崩した。 

  賞与引当金の取崩し 

令和３年度において，期末手当及び勤勉手当として 235,229,652 円を支給することとなったため，

賞与引当金 87,560,056 円を取り崩した。 

  法定福利費引当金の取崩し 

令和３年度において，期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 44,733,682 円を支出するこ

ととなったため，法定福利費引当金 16,637,362 円を取り崩した。 

  貸倒引当金の取崩し 

令和３年度において，平成２８年度水道料金の不納欠損処理のため，貸倒引当金 6,870,328 

円を取り崩した。 

  

３ 繰延収益 

   償却資産の取得又は改良に伴い交付される補助金等については，長期前受金として繰延収益に計上

した上で減価償却見合い分を順次収益化している。 

 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

 １ リース会計に係る特例措置 

   所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっている。 

 

 ２ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

   １年内  23,286,181 円 

   １年超  41,195,203 円 

    計  64,481,384 円 
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